
児 主 義 往 施 股 本 体   1人当たり   過         児 暮 暮 往 施 設 本 体  1人当たり   乙王ヱ塁   Z丘皇旦   乙ま皇9   0  

初度 設 鷹 相 当 加暮  1人当たり   49  ヰ9  

企洩1全二島＝2：土工量1皿暮  ユ∠也＝王立  且旦坐  
ヱ呈た曳  4且泣  地        ⊇丘建  

心 ■ ■ 法 重 暮 ● 加 嘉  1施投当たり   I心t●まtt●血書  1豊丘建   週丘邑9   週塵辿   

嬢事暮のための専董専暮 加算  
止且辿  1題       1むユ立       1乙並立  初丘設■相当加井 」  1人当たり                                                                            「‾℡▼‾√－】‾‾▼－‾▲‾‾■ l子★て簸期支は■■のための患壬讐暮 L■加■ u  

1且建   皇鎚   旦1旦  

1人当たり  ⊥鮎盟  呈王立  
初度毅備相当加算  ■3  】∃初虎毀傷相当加■  ▲3  

璧担  旦1虫  
転読i再索‾   

侵t暮義のための良書重 ●する場合  
皇迎   卓也   皇生色  

れるためのほふく1又は暮 を暮■する■含   190  180  170  160  1人当たり  190  180  け0  †80  

■子生活∬■i量■加∫  ⊥此  ム』8  乙凹  乙邑鯉  乙ま迎  1施設呈た且  一：：‡完ニニン    乙王卓立  乙丘迎  ヱ』迎   了  

惰縞■書児短期治■施設本体  五日泣  皇』迎  乙皇皇9   乙王皇企  且ヱ辿   遇   乙且皇Q   740  

岳初度投書相当加算  49 j初度投書相当加算  ，  

ト【一Ⅳ－－岬   
1之止＝ヱ土 ◆  

且旦乙  
「‾‾「‾ 上三＝暮＝  乙1』迫   皿  1皇』辿   

雛子生活H＝＝加－   乙三塁¢  乙昼迎  且皇l迎  

1人当たり                   i 簡 ■ n 霊 ■ 加 暮  ⊥迦   ユj辿   ⊥2迎   1】0  1施毅当たり 1盤蓋為た址 1人当たり   Q 益且迫 乙旦旦旦 ユユ迎    ヨ止墟 む止担 1且辿  
Jまi▲「●≡l  l  初虞毀傷相当加算  1人当たり   ll  

児暮自立文壇施毅本体   ：・●  洲  ′・－  児 壬 自 立 支 援 農 技 本 件  1人当たリ   且星型   a且辿   且皇皇9   0  

初度役儀相当加井  48  初 産 没 頭 相 当 加 井  1人当たり   49  
坐醜1生：慶＝2：女Ⅰ量■加纂   1空也＝壬生  a且建  

ヱ呈た公          且  1  卜‾‾  

⊥乙皇Z立  J心t■法主瞥■加∫  1施設当たり   ユ剋   ぷほ鎚   1乙皇旦仝   

二貞＿▼．．＝宰肖ノ．   1施設当たり   乙ま鎚  岳且子生活＝霊＝加暮  1凰温風た址   乙ヱ辿   乙旦迎   乙≡ほ迫   乙ま迎  

遮 断 部 n 暮 ■ 加 暮  1人当たり   ⊥L迎  i布触n蔓■加■  ⊥呈辿   ユヱ辿   1且辿   山盛  
土星迎        ま凶        皇」j迫                           迅』拉       適劇迎       過⊥迅  l   

仙 ぐ「 ●：  l  1人当たり   4l  初度投備相当加算  1人当たり   41  

児童書庵支援センター本体   1施設当たり   剋   旦且担   ヱ且王9   三屋辿    児暮家庭支援センター本体  1施設当たり   出と迎   王uは泣   王．出塁   T O  

（注）1暮t地帯対策特別播t法（昭和37年法律篇78号）第2粂第2項の規定に基づき措定された特別暮卓也域に所在する場合は、A地域暮箋点数をi   
用し、さらにその定める方法により暮定された点数に対して、0．08を先じて得られた点数を加暮すること。（小数点以下切捨て）  用し、さらにその定める方法により暮定された点数に対して、0．08を乗じて得られた点数を加事すること。（小数点以下切捨て）  

2改築蓋備に係る初度数儀相当加算は、交付■鍵点敷の2分の1以内で隕生労■大臣の必雷と艶めたポイントであること．  2改築暮儀に係る初度投傷相当加★は∴交付主従点数の2分の1以内で厚生労≠大臣の必軍と認めたポイントであること 
3一部改築及び拡張Iこ係る交付i儀点数は、r次世代書成支雄対策施設曇■交付金における一節改築及び拡凱こ係る交付金の事定方法の取扱いに  。 3一部改豪農び拡報lこ係る交付墓ヰ点数は、r次世代書成支援対策施設嚢中交付金における一部改姜及び拡張こ係る交付金の暮定方法の取扱いに  
ついてj（1児発★Ol12005号平成20年¢月12E】厚生労≠省t用均等・児王女庭局長通知）によるものとする．（小数点以下切捨て）  ついて」（1児乗算伽t2∝〉5号平成20年8月128厚生労♯雀t用均等・児土豪庇局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  

4母子生活支捜施設に小親機分間聖母子生活支援施設を設■する場合には、母子生活支援施設の交付暮礁点数を適用する。  4母子生活支援施設に小規模分闇聖母子生活支援施設を没書する場合には、母子生活支緩施設の交付基礎点数を適用する。  
5児暮■雄施設－こ地域小親機児暮■雄施設を投書する鳩舎には、児暮暮オ施設の交付基＃点触を適用する。  5児玉暮穫施設に地域小規機児暮暮護施設を投tする壌合には、児主義護施設の交付基ヰ点数を適用する 
6乳児院、母子生活支捜施投、児童義雄施設、情緒陣書児短期治療施設、児暮自立支舶投で一時保捜垂託を受け入れるためのを儀をする場合に  。 6乳児院、母子生活支ば施設、児暮薫煙鹿毅、情緒陣書児短期治ホ施臥児暮白土支雄施投で一時保雄委託を受け入れるための整備をする場合に  
は、当該本体及び初度数儀相当加★（一人当たり）の交付暮ヰ点数を適用する，  は、当抜本体及び初度投1相当加算（一人当たり）の交付暮礎点数を適用する．  
7「鋼児・痍後児保書事業のための保★圭等を整備する場合」については、「焦書対策響促進事業の実施について（平成20年¢月9日t児失策0800001  7「病児・病後児保書事業のための保書主筆を豊傭する場合」については、「保書対策等促進事業の実施l＝ついて（平成20年8月柑t児発第0009∝）1  
号通知）」によづき、カ児・ホ後児保青事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育皇等を書儀する犠合に限る。  号通知）」に基づき、■児・痛快児保書事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保書圭等を整備する場合に限る。  

8敵年広から繰越を行った事暮については、血年度に改定された交付▲礁点数をi用する。  8空虚之史年度から繰越を行った事業については、生血迫年度に投定された交付暮ヰ点数を壬用する。   
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■交付基礎点数表（地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る園の財政上の特別措置に関する法律 （昭和55年法律第63号）第2条第1項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち 

、同法別表第1に掲げる社会福祉施設 （木造施設の改築としてう合  

行場）及び地震防災対策特別措置法（平成7年法律案111号）第2粂第1項に規定する地震防 災緊急事薬玉箇年計画に基づいて実施される事業のうち同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木造の改築として行う場合） として行う場合）  

として行う場合）  

A鰻壇   白地墟   C士鰻1孟   D土地域  A士釣上豪  地Ii  C地域  D納足  

北海道・宮城れ・秋田  
県・山形県・茨城県・櫓  北海道・宮城れ・秋田  

県・山形県・茨城県・神  ★森県・岩手県・積も  t森県・岩手れ・福島  
■ 也   県・東京都・書山県・山  ■位   県・東京欄・古山県・山  

岡   製県・長野県・沖縄県  
兼良県・．■取県・広島  衰良県・鳥取県・広島  
県・熊本県・鹿児島県   県■熊本欄・鹿児島≠   

乳 児 院 本 体  乙迦  乙1！迎  1．皇旦¢  乳 児 院 本 体  乙1三塁  乙廻   ⊥且迫   1且亀虫  

初度設備相当加井（30人以下）   59 制度投磁相当加井（30人以下）   59  

初丘投傭相当加井（30人を超え る部分）  
30 

初輔備相当加算（30人を超え  る 部 分）  1人当たり   
30  

小慮1ク■ル・丁7－セr靂■加算   乙上皇旦  

心理t法主書■加暮  ⊥ヱ丘迫  心 理 ■ 法 重 量 ■ 加 暮  1施投当たリ   

≡子書て別支鰻事義のための唐土書暮 一加算  ヰ書て短期支雄事業のための居重曹聾 ■加井  640  
迅迫 ⊥む】旦9 61     1且辿  

1乙建立        幽      1豊．ヱミ坦  
鹿設…当相  3   1人当たり   5  

L▼＿空竺聖竺二  
550  530   500  470  550   530  500   470  

・キー延長児を受け入九るための居重讐 書■加∫  
■児・■牡児保★事霊のための保★玉 鴨を暮■する場合  1人当たリ  ヱ旦旦  ヱ生白  ヱ！辿  

旦互9  ，■児・■醜児曝書事稟のための良書垂 ；事を書▲ナる鳩舎   ヱヱg  芸坦  旦些   
ト＿一空 年肘延長児を受け入れるための居室専 書■加暮   

！親子生活誌㌃Jご  ユ塩基呈た⊥   呈』辿   ヨ止建   遇   ヱ且辿  rこ生’去…至……  ユ血盟呈た史  主ょ辿  乙」j旦  旦且辿   Z且迫  

情緒障害児短期治療用＝駄本体  呈且坦   遇    情緒障害児短期治療施設本体  呈ユ辿   ⊇jヱ9  旦．皇担   旦且担  呈丘1旦   呈且担  

初度設備相当加算  9  59  
】初度設備相当加算   

旬月‖‖一也＝2二女Z丘▲加暮  
Z旦た史   4．三塁9   

‥ト♯法主豊嶋月＝  1施設当たり   
ヱ皇ヱ隻9  ；迫且王立   ；追ユ迫  

L竺ヱニこ竺▲竺▲三㌣し  

1立並旦た公  ㌫迫¢   呈．1旦9  旦且担   乙邑王9  

・一」∴・l  
「¶仙仙¶‾－‾ 
㍉一所モーM暮■加算   ⊥生娘   ⊥型迎  

n ■ ヒ竺竺三竺？竺   

」札子生活…圭＝…  

u  

Jま・・肝・≡！   初度設備相当加算  50  

（注）1書零地帯対策特別措置法（昭和37年法律篇73号）第2粂第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地紺こ所在する場合は、A地域基準点数を逼  用し 
、さらにその定める方法により算定された点蜘二対して、008を乗じて得られた点数を加算すること。（小数点以下切捨て）  用し、さらにその定める方法により算定された点軌こ対して、0．08を乗じて締られた点数を加暮すること。（小数点以下切捨て）  

2改豪整備に係る初度毅♯相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  2改集整附こ係る初度投庸相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と放めたポイントであること。  
3一部改築及び拡張に係る交付基礎点勤凋、「次せ代書成支壇対策施設暮備交付金における一部改豪及び拡朴こ係る交付金の暮定方法の取扱し、に  3一部改築及び拡乳こ係る交付基礫点勧lよ、「次世代▼成支援対策施般贅蘭交付金における一部改築及び拡張こ係る交付金の算定方法の取扱いに  
ついて」（雇児発第06】2005号平成20年6月12日厚生労鵬省雇用均等・児主菜鹿局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  つし＼て」（書児発第0612005号平成20年8月128厚生労働省雇用均等・児童手腐局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
4「病児・病後児保青書真のための保書重等を警備する場合jについては、「保書対策等促進事業の実射＝ついて（平成20年6月柑雇児発第060900l  4「病児・病後児保書事業のための保書皇等を整備する鳩舎」については、r保書対策等促進事業の実施lこついて（平成20年6月9日雇児先業060900】  
号通知）」に基づき、病児・病後児採寸事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整♯する場合に限る。  号通知）」に基づき、病児・病後児保書■其のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を♯傭する場合に限る。  
5乳児院、情緒障育児短期治療施設で一時保雄委託を受け入れるための整備をする場合には当該本欄及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付  5乳児院、情緒障害児短期治療施設で一時保護費託を受け入れるための整備をする場合には当該本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付  
基礎点数を適用する。  基礎点数を適用する．  
6飽年足から繰越を行った事業については、血年度に設定された交付基礎点数を適用する。  6呈出年度からは越を行った事業にういては、空虚之生年度に設定された交付基礎点数を適用する。   

⊥
m
T
 
 
 



地よ対策緊急整備事  地文対策緊急整備事業  
■ 位  積  華  沖縄振興吉十画に基づ くとて  公害防止対策事業と    集計画、地書防災繁 五に  ■ 位  機  準  沖■擾興肘軋こ基づく 事業として行う鳩舎  公書防止対策車集とし て行う場合   計軋地吉防災柴島事 薬玉箇年計圃に基づ  

■菓し行う壌合   して行う犠合    急事兼箇年計画  
基づく暮雫の場合  事業の場合  

児童‡巨政所一時保雄施設  1人当たり   邑隻  児玉相談所一時保護施設  1人当たリ   姐  

助    産    施    設  1人当たり   ユ迦   1辿  助    産    施    設  1人当たリ   ユ呈豊   呈旦±   ユ皇旦  

乳  児  院  1人当たリ   鎚   1旦王   泣   1虻    乳  児  院  1人当たリ   丑   豊丘  

母 子 生 活 支 援 施 設  1せ帯当たり   迫ヱ   皇旦1   旦ほ  母 子 生 活 支 援 施 設  1世帯当たり   ぷは   皇ZA   旦1旦  

児  童  暮  捜  施  投  1人当たリ   1旦隻  児  王  手  注  施  設  1人当たり   1旦Z  

情緒障害児短期治療施設  1人当たリ   週1  退色   ．迅旦    情緒陣育児短期治療施投  1人当たり   』旦  1皇皇   ぷ迫  

児 玉 自 立 支 援 施 設  1人当たり   ⊥Z旦  児 王 自 立 支 援 施 設  1人当たり   ⊥迫  1坦  

児 壬 家虚 支 檀 セ ン タ ー  1施投当たり   i皇王  児 童 ま 庭 支 援 セ ン タ ー  1施設当たり   ま皇旦  

■  員  暮  成  施  設  1人当たり   ヱ皇  書  員  暮  成  施  設  1人当たリ   ヱ±  

小規操住居型児玉暮書事業所  1人当たり   立地  小規模住居型児玉糞す事業所  1人当たり   

児壬自立生活援助事業所  1人当たり   ㌫迫  児童自 立生活援助事業所  1人当たリ   乙邑皇  

妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たり   之邑王  妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たり   之邑呈  

婦人相談所一時保雄施設  1世帯当たり   旦9  婦人相談所一時保護施設  1せ帯当たリ   迎  

婦  人  保  護  施  設  1世帯当たり   1隻旦  婦  人  保  護  施  設  1世帯当たり   

（注）1暮t撫養封書輪別措蕎鶉r腑加37立法撞★7ご】皐）甘ク魯tク畑の細膚に基づ≠抱曽き九卜特別暮t蝕墟に所存すふ壇含比＿上貯点軌  
射l＿丁00且妄】■l二丁場ら九卜占馳をナ瓜■するこ′＿い1＼軌点以下りl捨て1  

ヱ」駈年度から繰越を行った事業については、血年度に投定された交付基礎点数を適用する．  

空  
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地吉対策緊急整備事  地正対策緊急整備事業  
麟．位  攫  準  沖縄振興計画に基づ く手業として行う鳩舎  公害防止対策車集と して行う増含   集計画、地震防災繁 急事薬玉盛年計画に  単 位  標  準  沖縄振興計画に基づく 事業としてう合  公害防止対策事業とし て う 合   計画、地震防災緊急事 集五計画にづく  

行場   行 場     箇年基 事業の場合  
基づく事業の場合  

児童割＝淡所一時僅は施設  1人当たリ   1む  児t相談所一時保独施設  1人当たり   

助    産    施    設  1人当たり   j迫Z   まヱ旦  助    産    施    設  1人当たリ   旦Z旦   呈ヱ豊  

乳  児  院  1人当たリ   ⊥出   ⊥旦旦   1皇皇   1旦皇    乳  児  院  1人当たリ   ⊥旦旦   ユ旦豊   1鎚  

母 子 生 活 支 撞 施 設  1せ諮当たり   i娼   工退   皇旦皇  母 子 生 活 支 援 施 設  1世帯当たり   皇18   ヱ旦象   主星皇  

児  壬  暮  ほ  施  設  1人当たり   む旦  a姐  児  玉  糞  護  施  設  1人当たり   之1旦   

情緒障害児短期治療施投  1人当たり   並2  Z邑皇   †I緒障害児短期治療施設  1人当たり   岩坦  旦坐  

児 壬 自 立 支 援 施 設  1人当たリ   迎皇  呈皇Z  児 童 自 立 支 援 施 設  1人当たり   退室  呈蔓丘  

児 童 安 産 支 援 セ ン タ ー  1施設当たり   ヱZ旦  ヱ旦Z  児 玉 有 産 支 援 セ ン タ ー  1施設当たり   11ユ  三重追  

職  員  養  成  施  設  1人当たリ   1呈皇  職  員  養  成  施  設  1人当たリ   1皇室  

小規捜住居型児童養育事業所  1人当たり   ⊥ヱ王9  小規横位居型児童t電車某所  1人当たリ   1ヱ1姐  

児壬 自 立生活援助事業所  1人当たり   ⊥！呈旦  児壬自 立生活援助事業所  1人当たリ   ⊥封建  

妊 産 嬢 ケ ア セ ン タ ー  1人当たり   i建  妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たリ   皇1g  

婦人相談所一時保腹施設  1世帯当たり   出塁  婦人相談所一時保護施設  1世帯当たり   ユ更  

婦  人  保 Il 施  投  1世帯当たり   婦  人  保  護  施  設  1せ帯当たり   ヱ旦皇  

封Lて」008を隻l：て積ら九卜占執事加暮寸るこ′＿川 
（注）1暮℡地帯射鴇特別措甘連r膵知37定法住宅73阜）t2蚤ま2工畜の細告に基づき指定き九卜性別暮t地建に所存する鳩舎は＿上貯点軌  

、数点以下切捨  

乙＿＿虹年度から繰越を行った事業については、煎年度に設定された交付基礎点数を適用する。  
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■積雪寒冷地域体育施設交付基礎点数表  ■積雪寒冷地域体育施設交付基礎点数表  

地ま対策緊急整備事業  地震対策緊急整備事業   
標 準 公害防止対策事業とし計画、地震防災緊急事     て行う場合美玉箇年計画に基づく   横 準 公害防止対策事業とし計画、地震防災緊急事     て行う場合美玉箇年計画に基づく   

事 業 の 場 合   事 業 の 場 合   

婦人保護施設、児童養護   婦人保護施設、児童兼護   

呈旦迎   蓑遡   

設   設   

児童養護施設、情緒障害   児童事護施設、情緒障害   
児短期治療地層、児童自  呈出辻旦   児短期治療施設、児童自  呈邑⊥建   
立支援施設  立支援施設  

情緒障害児短期治療施設   迦丘担  旦豊且辿  

（注）  

五年度から繰越を行った事業については、丑年度に設定された交付基礎点数を適用する。  
（注）里幽年度から繰越を行った事業については、里且担年度に設定された交付基礎点数を適用  

する。   

■地域交流スペース 交付基礎点数表   ■地域交流スペース 交付基礎点数表  

地域交流スペース防災拠点型  

本体点数   遁且坦  週A坦  本体点数   受且通  過且辿  

初産設備相当加算  迅迫   地域交流スペース防災拠点型                            皇坐  初産設備相当加算  辿  ⊥裏迫   

（注）   

盈年度から繰越を行った事業については、且年度に設定された交付基礎点数を適用する。   
（注）空虚塾年度から繰越を行った事業については、王威迎年度に設定された交付基礎点数を適用   

する。   

■余裕教皇活用促進事業 交付基礎点数表   ■余裕教室活用促進事業交付基礎点数表  

本体点数   ＿迫A坦  本体点戴   皿  

初度設備相当加井  余裕教皇活用促進事業  初産設＃相当加井  呈且建   

く注）   

盟年度から繰越を行った事集については、五年度に設定された交付基礎点数を適用する。   

余裕教室活用促進事業  
（注）王威迎年度から繰越を行った事業については、王威毘年度に設定された交付基礎点数を適用   

する。  

遍d  
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■スプリンクラー設備工事費 交付基礎点数表   ■スプリンクラー設備工事費 交付基礎点数表   

ス プ リ ン ク ラ ー 設 備   
（既存施設における整備事業）   

基準点数（1「げ当たり）  6   ス プ リ ン ク ラ ー 設 備    （既存施設における整備事業）                      基準点数（1ポ当たり）                  6   

※創設、増築、増改築、改築、拡弓長及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   ※創設、増築、増改築、改築、拡弓長及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   

■屋内消火栓設備 交付基礎点数表   ■屋内消火栓設備 交付基礎点数表   

屋  内  消  火  栓 設 備   屋 内 消  火 栓 設 備   
（既存施設における整備事業）   （既存施設における整備事業）   

基準点数  厚生労働大臣が別に定める点数   基準点数  厚生労働大臣が別に定める点数   

※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   ※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   

■特殊附帯工事交付基礎点数表  ■特殊附帯工事交付基礎点数表  

地震対策緊急整備  地震対策緊急整備   
讐警 

彗響苦難モ警誓禁貢嘉護憲覧   
標準  

標準 菅笠磐崇     場  合   場  合   

標準  旦A辺  標準  退迫  

乳児院   乱〔迫9  乳児院   ＆墜坦  

設、母子生活支  遁遇  生活支 
1且凹   

助産施設、乳児院、母  
助産施設、乳児院、母  

子生活支援施設、児童  子生活支援施設」監査  
伍、児童養護施設、情  

ヱ』  緒障害児短期治療施  軋塑旦  

立支援施設、児童家虚  設、児童自立支援施  

支援センター  
設、児童家庭支援セン  
ター   

障害児短  旦戯  障害児短  旦週  

（注）並年度から繰越を行った事業については、血年度に設定された交付基礎点数を適用する。   （注）王威塑年度から繰越を行った事業については、王威呈9年度に設定された交付基礎点数を適用する。   
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算  基  準  

（そ  の  他  施  設）  

算  基  準  

（そ   の  他   施  設）  

l 区 分  2 種 目  3  基  準  4 対 象 経 費   

施設整備  本体工事費  次に掲げる点数とし、改築及び大  施設整備に必要な  

規模修繕等の工事費については、厚  工事費又はエ事請負  

生労働大臣が必要と経めた点数とす  

る。  

厚生労働大臣が必要と誰めた面積  

鉄筋 厚生労働大臣が必  

要と認めた点数  

ブロック厚生労働大臣が必  

要と認めた点数  

木造 厚生労働大臣が必  

要と認めた点数   

解体撤去  別表2に掲げる1施設当たり交付  解体撤去に必要な  

工事費及び  工事費又は工事請負  

仮設施設  費及び仮設施設整備  

盤備工事費   に必要な賃借料、工  

事費又は工事請負費   

1 区 分  2 種 目  3  基  準  4 対 象 経 費   

施設整備  本体工事費  次に抱げる点数とし、改築及び大  施設整備に必要な  

規模修繕等の工事費については、厚  工事費又は工事請負  

堂労働大臣が必要と蕗めた点数とす  

る。  

厚生労働大臣が必要と認めた面積  

鉄筋 厚生労働大臣が必  

要と認めた点数  

ブロック厚生労働大臣が必  

要と絡めた点数  

木造 厚生労働大臣が必  

安と認めた点数   

解体撤去  厚生労働大臣が必要と認めた施設  解体撤去に必要な  

工事拷及び  工事費又は工事請負  

仮設施設  費及び仮設施設整備  

整備工事費   に必要な賃借料、工  

辛党又は工事請負鎖  

■l  
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別表4  別表4  

算定基準  算定基 準   

（余裕教室活用促進事業）  （余裕教室活用促進事業）  

1区 分   2 基  準   3  対  象  経  費  1区 分   2 基  準   3  対  象  経  費  

施設整備  余裕教室を児童福祉施設等に  （l）余裕教室を社会福祉施設等に改築（施設  施設盤備   余裕教室を児童福祉施設等に  （1）余裕教室を封二会福祉施設等に改築（施設  

改築する場合は、別表2に掲げ  の盤備と一一体的に整備されるものであって、  改築する場合は、別表2に掲げ  の整備と一体的に整備されるものであって、  

る交付基礎点数13，44 0点  地方厚生（支）局長が必要と認めた整備を  る交付基礎点数13，210点  地方厚生（支）局長が必要と認めた整備を  

（なお、初度設備科当を併せて  含む。）するために必要な工事費又は工事  （なお、初度設備相当を併せて  含む。）するために必要な工事費又は工事  

整備する場合は、j 整備する場合は、旦⊥旦j＿旦点  請負費及び工事事務費  

を加えたものとする。）とす  （2）暖房設備工事費  を加えたものとする。）とす  （2）暖房設備工事費  

る。   暖房設備に必要な工事費又は工事請負費  る。   暖房設備に必要な工事費又は工事請負費  

（3）冷房設備工事費  （3）冷房設備工事費  

冷房設備に必要な工事費又は工事請負費  冷房設備に必要な工事費又は工事請負費  

（4）冷暖房設備工事費  （4）冷暖房設備工事費  

冷暖房設備に必要な工事費又は工事請負費  冷暖房設備に必要な工事費又は工事請負費  

（5）沖・化槽設備工事費  （5）浄化槽設備工事費  

浄化槽設備に必要な工事費又は工事請負費  浄化槽設備に必要な工事費又は工事請負費  

（注）前年度から鍵越を子ナった事業については、前年度に設定された算定基準を適用する。  （注）i巨成20年度から繰越を打った事業については、平成20年度に設定された算定基準を  

適用する。   
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平成  年度次世代育成支援対策施設整備計画書  平成  年度次世代育成支援対策施設整備計画書  

都道府県・市区町村名  都道府県・市区町村名  

1．－3．（略）  

4．管内における現在の状況と今後の推移について   

（1）～（2）（略）  

（3）保育所の状況について（施設ごとに記載すること）  

今般の整備計画を申請するに当たって、卿ソトワークの状況等）  

や現在の問㈱と（整備が実施された場合の状況、待機児童が存在する場  

合にはその解消計画、改善点等）を詳細に記載すること。  

なお、記載内容を示す根拠となり、太計画の必要性が十分に確認できる資料を添付すること。  

ただし、地域における子育て相談事業の処理件数（過去3年分）やその他事業の実施状況を必ず添付  

するこL  

また、様式1－4についても作成されたい。  

（4）子育て支援のための拠点施設の状況について（施設ごとに記載すること〉  

今般の整備計画を申請するに当たって∴現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワークの状況等）  

や現在の問題点、輝こ言己  

載するこL  

なお、記載内容を示す根拠となり、本計画の必要性が十分に確認できる資料を添付すること。  

ただし、地域における子育て相談事実の処理件数（過去3年分）や子育て支援サービス等の実施状況  

を必ず添付すること。  

1．～3．（略）  

4．管内における現在の状況と今後の推移について  

（1）－（2）（咤）  

（削除）  

5．（略）  5．（略）   



様式1－2 記入要領  

都道府県・市区町村名の欄は、市区町村の場合は、都道府県名も必ず記入すること。  

1．整備計画の概要  

整備予定の児童福祉施設等について「施設種別」・r施設名」・「設置主体」イ所在地」イ整備区分」イ対象経費   

の実支出（予定）額」・「交付金申請額」イ年次計画」・「抵当権設定の有無」を記入すること。   

※「所在地」：市町村名まで記入すること。   

※「整備区分」：創設・増築・増改築・改築・拡張・大規模修繕・民老 等   

※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。   

※「年次計画」：単年度事業の場合は「単年度」、継続事業の場合は「平成  年度●●％～平成  年度●●％」  

と記入すること。   

※「抵当権設定の有無」：平成20年4月17日雇児発第0417001号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財  

産処分について」の別添1r厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第3の3の（1）に  

規定する抵当権の設定の有無の別について、○をつけること。   

※1つの施設で複数の整備区分がある場合でも、1つを記入し、整備区分については、主たる整備区分（整備計  

画に基づく主な整備目的）を記入すること。  

様式1－2 記入要領  

都道府県・市区町村名の欄は、市区町村の鳩舎は、都道府県名も必ず記入すること。  

1．整備計画の概要  

整備予定の児童福祉施設等について「施設種別」・「施設名」・「設置主体い「所在地」・r整備区分」・「対象経   

費の実支出（予定）額」イ交付金申請額」・r年次計画」イ抵当権設定の有無」を記入すること。   

※「所在地」：市町村名まで記入すること。   

※「整備区分」：創設・増築・増改築・改築・拡張・大規模修繕・民老 等   

※「交付金申請鏡」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。   

※「年次計画」：単年度事業の場合は「単年度」、継続事業の場合は「平成  年度●●％～平成  年度●●％」  

と記入すること。   

※「抵当権設定の有無」：平成20年4月17日雇児発第鋸17001号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る   

財産処分について」の別添1「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第3の3の（1）  

に規定する抵当権の設定の有無の別について、○をつけること。   

※1つの施設で複数の整備区分がある場合でも、1つを記入し、整備区分については、主たる整備区分（整備   

計画に基づく主な整備目的）を記入すること。ただし、同一の保育掛こおいて大規模修繕を他の整備区分と  

併せて協議する場合は、別に記入すること。  

2．～5．（略）  2．－5．（略）  

-*C'".∴""-Lrご---h‘IｷU一fY-YlbC=・ナ_ん・－7PbrやCfinrTｷChL-牢㌣撃叫一転・r-▼.轡㌔-、6-*乱筆kr)ｷhrfCL.－⊥.1?111111111庖攣三r亜・ぬ▲や甲半疑㌔仲山満一‾車1-C一－なノ-"JL・才一血－ノY・ICニ.一-YCCL⊥-ノll√-C.   



豊塩生且且  豊且区盆   年 債 内 容  
創設  



別紙 2   

様式 1－4  

事 業 実 績 報 告 書  

1 交付金における実施施設の概要   

（1）～（3） （略）   

（4）入所（利用）定員  

別紙 2   

様式 1－4  

事 業 実 績 報 告 書  

1 交付金における実施施設の概要   

（1）～（3） （略）   

（4）入所（利用）定員  

現 在 定 員   増 加 定 員   合  計   

人   人   人   

（世帯）   （世帯）   （世帯）   

現 在 定 員   増 加 定 員   合  計   

人   人   人   

（世帯）   （世帯）   （世帯）   

（注）母子生活支援施設については、利用世帯数及び利用定員を記入すること。   

2 （略）  

（注）母子生活支援施設については、利用世帯数を記入すること。   

2 （略）  ■艶  

別紙 2 様式 l－5 ～ 別紙 7（略）  別紙 2 様式 l－5 ～ 別紙 7（略）  

一▲．■ニ ㍗∴＝ヂナ書‘一†＝や－J一」√吋二一 号ノ・鶴・軸1■．ノ組坤転。－≠∴殖蛋ユ空㌣・d鍍王．   




